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要旨 2

住宅開発と鉄道開発を捉える時間依存型のフレームワークを開発（二段階最適化）

上位問題：住宅供給と鉄道開発の最適化戦略
（住宅・鉄道ディベロッパー vs. 居住者[住宅消費者] vs. 政府）

下位問題：Nested-MNLにより家賃，居住者の立地選択，交通手段選択をモデル化

• 公共交通沿いのコンパクトな土地利用により自動車への依存から脱却する（Peter Calthorpe, 1992が提唱）
• TODは持続可能な都市の成長と開発を促進するための主要な解決策のひとつ．経済開発，環境持続性，包括
的な社会成長につながる（世銀, 2015）

住宅開発・鉄道開発の収益と関係者の最適戦略の分析

本論文の目的：

主な発見：

• 「住宅・鉄道ディベロッパー」 vs. 「居住者」 vs. 「政府」という3つの視点で住宅・鉄道開発の最適
戦略は異なる

• 一定の低い住宅密度の条件のもとでは，ディベロッパーと居住者のwin-win戦略が可能
（ディベロッパーの利益最大化と居住者[住宅購入者]の消費者余剰最大化）

• 高所得者と低所得者の2グループを仮定すると，ディベロッパーは利益最大化のために高所得者
向けのフェーズと低所得者向けのフェーズの2段階で住宅開発を行う可能性がある

TOD（公共交通指向型開発）

https://www.sandiego.gov/sites/default/files/legacy/planning/community/profiles/southeasternsd/pdf/transitorienteddevelopmentdesignguidelines1992.pdf
https://www.worldbank.org/ja/events/2015/06/30/transit-oriented-development
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Introduction 4

既往研究：単一期間におけるTODを捉える研究が多い（時間概念無し）
e.g., 住宅供給・需要と交通手段選択の相互作用など

Lead-lag現象（先行遅行関係）を表したい
鉄道主導の開発（鉄道ができてアクセスが改善する→地価上昇→住宅ディベロッパーが開発）

or

住宅供給主導の開発（住宅ができて人口が増える→採算の取れる鉄道開発が可能になる）

時間変化を考慮した住宅供給・鉄道開発のモデルを作る
鉄道主導の開発or住宅供給主導の開発のいずれが望ましいか，ステークホルダーごとに分析

• 公共交通沿いのコンパクトな土地利用により自動車への依存から脱却する（Peter Calthorpe, 1992が提唱）
• TODは持続可能な都市の成長と開発を促進するための主要な解決策のひとつ．経済開発，環境持続性，包括
的な社会成長につながる（世銀, 2015）

TOD（公共交通指向型開発）

https://www.sandiego.gov/sites/default/files/legacy/planning/community/profiles/southeasternsd/pdf/transitorienteddevelopmentdesignguidelines1992.pdf
https://www.worldbank.org/ja/events/2015/06/30/transit-oriented-development


1.イントロダクション
Ma & Lo2012のモデルを時間依存型に拡張
（ODが1組のネットワークについて，付け値地代と住宅供給量を組み合わせたNested-MNLモデル）
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人口増加を前提とした，最適な交通・住宅供給を時間経過を踏まえて捉えることを目指す．

捉えたい現象：

住宅：住宅を供給すると，
①給量の増加により価格が下がる，
②住宅が増えることにより収益が増加，

③追加の住宅供給が移住者を引き寄せ付け値
地代の上昇

→これらが合わさって家賃が決まる

鉄道：サービスが改善すると利用者の増加に
よる運賃増加．

ただ，これは鉄道建設（改善）のための投資費用
より少ないことが多い

→鉄道サービスの向上は移住者を引き寄
せ，住宅開発による収益の増加につながる

住宅開発・鉄道開発
（利益最大化）

Nested-MNLにより
・立地選択（居住）
・交通手段選択（通勤）
（消費者余剰最大化）

住宅供給量
鉄道運行頻度

家賃
鉄道収益

上
位
問
題

下
位
問
題

住宅開発・鉄道開発
（利益最大化）

Nested-MNLにより
・立地選択（居住）
・交通手段選択（通勤）
（消費者余剰最大化）

住宅供給量
鉄道運行頻度

家賃
鉄道収益

𝜏期 𝜏 + 1期



2.定式化 下位問題 (居住選択・交通手段選択) 6

交
通
コ
ス
ト

鉄道

自動車

𝑐𝑟𝑎𝑖𝑙
𝑟𝑠𝑘(τ)

= 𝑖𝑡𝑟𝑠 + 𝜆 ∙ ℎ𝑤𝑟𝑠(τ) ∙ 𝑣𝑜𝑡𝑘 + 𝑐𝑝𝑟𝑠(τ)

交通手段選択（鉄道・自動車の2手段）

β𝑚𝑜𝑑𝑒
𝑘(τ)

：スケールパラメータ

𝑖𝑡𝑟𝑠：𝑟から𝑠までの鉄道乗車時間(in-vehicle time)

ℎ𝑤𝑟𝑠(τ)： 𝑟から𝑠までの鉄道運行間隔(headway)

λ ：待ち時間パラメータ[0-1]

𝑣𝑜𝑡𝑘：所得 𝑘の人の時間価値
𝑐𝑝𝑟𝑠(τ)：鉄道運賃

δ𝑎,𝑝
𝑟𝑠 ：リンクaがパスpに含まれるとき1

𝑡(τ)：リンクパフォーマンス関数（BPR関数）

ρ𝑎
𝜏 ：リンクaの料金

β𝑝𝑎𝑡ℎ
𝑟𝑠𝑘(τ)

：スケールパラメータ

𝜏 ∶期間

本論文では，鉄道サービス水準であるℎ𝑤𝑟𝑠(τ)を変化させている（decision variable）

where

ロジット選択
モデル

鉄道選択確率：

自動車選択確率：



2.定式化 下位問題 (居住選択・交通手段選択) 7

家賃&居住者立地選択

居住者は消費者余剰を最大化する居住地𝒓を選択（選択確率Pr）

住宅への支払い意思額𝑾𝑷：

家賃𝜱：

居住者の消費者余剰

𝐼𝑘(τ)：所得階級𝑘の所得
𝑔(𝑈𝑘(τ))：住宅費以外の出費
α𝑟𝑘(τ)：𝑧𝑖を所得階級kの視点で価値化する項
𝑧𝑖 ：観測可能な住宅の特徴
𝑢𝑟𝑠𝑘(τ)：前ページの交通手段選択より定まるrs間の移動コスト
𝑤𝑝(τ)：補正パラメータ

𝑆𝑟(τ)：𝑟での住宅供給量
𝛽(τ)：スケールパラメータ

本論文では，住宅供給量𝑆𝑟(τ)を変化させている（decision variable）



2.定式化 下位問題 (居住選択・交通手段選択) 8

解析的に解くため，ここまでの定式化を非線形相補性問題NCPとして記述しなおす

上のNCPはギャップ関数𝐺(𝑍)を用いることで最小化問題に帰着する

𝑓𝑝|𝑎𝑢𝑡𝑜
𝑟𝑠𝑘(τ)

：rs間のパスpにおける自動車交通量

𝑞𝑟𝑎𝑖𝑙
𝑟𝑠𝑘(τ)

：rs間の鉄道交通量

𝐷𝑠𝑘(τ)：目的地sで働く住民の住宅需要
𝑏𝑠𝑘(τ)：効用指数（所得から住宅以外の支出を引いたもの）



2.定式化 上位問題 利益最大化戦略

• 住宅供給量𝑺𝒓(𝝉)と鉄道サービスの水準𝒉𝒘𝒓𝒔(𝝉)の2つを変
数として，ステークホルダーの利益の最大化を行う

• ステークホルダー
○住宅・鉄道ディベロッパー（単一の開発主体を想定）：
総利益𝑃最大化

○住民：
消費者余剰𝐶𝑆𝑡の最大化（支払い意志額WTP－実際の価格）

○政府:
社会厚生𝑆𝑊の最大化

9

𝑃 = 𝑃ℎ + 𝑃𝑟
𝑃ℎ：住宅開発による利益
𝑃𝑟：鉄道開発による利益

𝑖 ：割引率
𝑛 ：各期𝜏の日数
𝑞𝑟𝑠𝑘(τ)：居住人口
𝐶𝑆𝑟𝑠𝑘(τ)：消費者余剰

𝑆𝑊 = 𝑃 + 𝐶𝑆𝑡

住宅開発・鉄道開発
（利益最大化）

Nested-MNLにより
・立地選択（居住）
・交通手段選択（通勤）
（消費者余剰最大化）

住宅供給量
鉄道運行頻度

家賃
鉄道収益

上
位
問
題

下
位
問
題

𝜏期



2.定式化 上位問題 住宅・鉄道ディベロッパーの利益 10

住宅開発の利益

鉄道開発（サービス改善）の利益

住宅開発コスト：

住宅収益：
𝑖 ：利子率
𝑛 ：各期𝜏の日数
𝜙𝑟(τ)：家賃
𝑆𝑟(τ)：住宅供給量
𝑗 ：インフレ率
𝜐ℎ1~ℎ2：パラメータ

𝑞𝑟𝑎𝑖𝑙
𝑟𝑠𝑘(τ)

：鉄道交通量

𝑐𝑝𝑟𝑠(τ)：鉄道運賃
ℎ𝑤 ：鉄道運行間隔の上限
ℎ𝑤：パラメータ
𝜐𝑟1~4：パラメータ

鉄道収益：

鉄道運行費用：

鉄道改良費用：

鉄道改良費用𝐶𝑟,𝑖
𝜏

→初期投資

→改良費用



2. 定式化二段階モデル 11

住宅・鉄道ディベロッパーの総利益の最大化

𝜏期から𝜏 + 1期までの住宅開発Δ𝑆𝑟(τ)と鉄道サービス改善Δℎ𝑤𝑟𝑠(τ)を変数として，各ステークホルダーの効用最大化を行う

下位問題（交通手段選択と居住地選択の均衡）

各期において住宅供給量と人口が一致（モデルの仮定）

住宅は減らない（モデルの仮定）

鉄道サービスは改悪しない [運行間隔は減少しつづける]（モデルの仮定）

最終的な住宅供給量を外生的に与える（右辺）

最終的な鉄道サービスのレベルを外生的に与える（右辺）

ディベロッパーの費用回収条件を満たす

s.t.

→非凸の数理計画問題MPECであり，大域的最適解は保証されない



3. モデルの感度分析（住宅開発主導or鉄道開発主導） 12

以下の仮定のもと，𝜏 = 0,1,2の3期で住宅・鉄道ディベロッパーの最適戦略を考える（利益最大化）

H0: 1組のOD

H1:所得は全員均一
H2:開発される住宅はすべて均一
H3:ディベロッパーの費用回収条件P≥0を満たす

就業地D居住地O

自動車

鉄道

交通の初期条件

住宅の初期条件
悪い交通NW 良い交通NW

低い住宅密度 住宅開発主導 住宅開発主導

高い住宅密度 鉄道開発主導 －

ℎ𝑤

Δℎ𝑤𝑆(0)

𝑆(0) + ΔD



3. モデルの感度分析（住宅開発主導or鉄道開発主導） 13

前頁の仮定のもと，𝜏 = 0,1,2の3期で住宅・鉄道ディベロッパーの最適戦略を考える（利益最大化）

交通の初期条件

住宅の初期条件
悪い交通NW 良い交通NW

低い住宅密度 住宅開発主導 住宅開発主導

高い住宅密度 鉄道開発主導 －

住宅供給の初期値𝑆(0)が十分小さく以下が成り立つとき，

𝜏 = 1期にすべての住宅供給がなされ，鉄道サービス改善は最終期(𝜏 = 2)になされる

命題： 𝜙(1)：1期の家賃
Δ𝑆(1)：1期の住宅供給量
μ(1)：1期のOD間の移動コスト
𝑐𝑝(1)：1期の鉄道運賃

𝑞𝑟𝑎𝑖𝑙
1 ：1期の鉄道利用者数

𝛽(1)：1期の下位問題のパラメタ
𝑖：利子率
𝑛：各期の日数
𝑀𝐶Δ𝑆(1)：1期の住宅供給の限界費用

Pr𝑟𝑎𝑖𝑙
1 ：1期の鉄道選択確率

𝑀𝐶Δℎ𝑤(1)：1期の鉄道サービス改善の限界費用

就業地D居住地O

自動車

鉄道



3. モデルの感度分析（住宅開発主導or鉄道開発主導） 14

住宅供給の初期値𝑆(0)が十分小さく以下が成り立つとき，

𝜏 = 1期にすべての住宅供給がなされ，鉄道サービス改善は最終期(𝜏 = 2)になされる

命題： 𝜙(1)：1期の家賃
Δ𝑆(1)：1期の住宅供給量
μ(1)：1期のOD間の移動コスト
𝑐𝑝(1)：1期の鉄道運賃

𝑞𝑟𝑎𝑖𝑙
1 ：1期の鉄道利用者数

𝛽(1)：1期の下位問題のパラメタ
𝑖：利子率
𝑛：各期の日数
𝑀𝐶Δ𝑆(1)：1期の住宅供給の限界費用

Pr𝑟𝑎𝑖𝑙
1 ：1期の鉄道選択確率

𝑀𝐶Δℎ𝑤(1)：1期の鉄道サービス改善の限界費用

＞0

＞0

−𝑀𝐶Δ𝑆(1)

−𝑀𝐶Δℎ𝑤(1)

1期に住宅開発 Δ𝑆 1 > 0

⇒利益P増加

1期に鉄道改良 Δℎ𝑤 1 < 0

⇒利益P減少



3. モデルの感度分析（住宅開発主導or鉄道開発主導） 15

p12の仮定のもと，𝜏 = 0,1,2の3期で住宅・鉄道ディベロッパーの最適戦略を考える（利益最大化）

交通の初期条件

住宅の初期条件
悪い交通NW 良い交通NW

低い住宅密度 住宅開発主導 住宅開発主導

高い住宅密度 鉄道開発主導 －

住宅供給の初期値𝑆(0)が十分大きく以下が成り立つとき，

𝜏 = 1期にすべての鉄道サービス改善がなされ，住宅供給は最終期(𝜏 = 2)になされる

命題： 𝜙(1)：1期の家賃
Δ𝑆(1)：1期の住宅供給量
μ(1)：1期のOD間の移動コスト
𝑐𝑝(1)：1期の鉄道運賃

𝑞𝑟𝑎𝑖𝑙
1 ：1期の鉄道利用者数

𝛽(1)：1期の下位問題のパラメタ
𝑖：利子率
𝑛：各期の日数
𝑀𝐶Δ𝑆(1)：1期の住宅供給の限界費用

Pr𝑟𝑎𝑖𝑙
1 ：1期の鉄道選択確率

𝑀𝐶Δℎ𝑤(1)：1期の鉄道サービス改善の限界費用

就業地D居住地O

自動車

鉄道



3. モデルの感度分析（住宅開発主導or鉄道開発主導） 16

住宅供給の初期値𝑆(0)が十分大きく以下が成り立つとき，

𝜏 = 1期にすべての鉄道サービス改善がなされ，住宅供給は最終期(𝜏 = 2)になされる

命題： 𝜙(1)：1期の家賃
Δ𝑆(1)：1期の住宅供給量
μ(1)：1期のOD間の移動コスト
𝑐𝑝(1)：1期の鉄道運賃

𝑞𝑟𝑎𝑖𝑙
1 ：1期の鉄道利用者数

𝛽(1)：1期の下位問題のパラメタ
𝑖：利子率
𝑛：各期の日数
𝑀𝐶Δ𝑆(1)：1期の住宅供給の限界費用

Pr𝑟𝑎𝑖𝑙
1 ：1期の鉄道選択確率

𝑀𝐶Δℎ𝑤(1)：1期の鉄道サービス改善の限界費用

＜0

＜0

−𝑀𝐶Δ𝑆(1)

−𝑀𝐶Δℎ𝑤(1)

Δ𝑆(1) ≪ 𝑆(0)より，

1期に住宅開発 Δ𝑆 1 > 0

⇒利益P減少

1期に鉄道改良 Δℎ𝑤 1 < 0

⇒利益P増加



3. モデルの感度分析（住宅開発主導or鉄道開発主導） 17

p12の仮定のもと，𝜏 = 0,1,2の3期で住宅・鉄道ディベロッパーの最適戦略を考える（利益最大化）

交通の初期条件

住宅の初期条件
悪い交通NW 良い交通NW

低い住宅密度 住宅開発主導 住宅開発主導

高い住宅密度 鉄道開発主導 －

初期条件：高い住宅密度&良い交通NWのとき

住宅への支払い意思額𝑊𝑃

家賃Φ

𝐼𝑘(τ)：所得階級𝑘の所得
𝑔(𝑈𝑘(τ))：住宅費以外の出費
α𝑟𝑘(τ)：𝑧𝑖を所得階級kの視点で価値化する項
𝑧𝑖 ：観測可能な住宅の特徴
𝑢𝑟𝑠𝑘(τ)：前ページの交通手段選択より定まるrs間の移動コスト
𝑤𝑝(τ)：補正パラメータ

𝑆𝑟(τ)：𝑟での住宅供給量
𝛽(τ)：スケールパラメータ

スライド7枚目より

移動コスト𝒖𝒓𝒔𝒌(𝝉)が小→𝑊𝑃𝑟𝑠𝑘(τ)が大→家賃上がる→住宅開発

鉄道開発←家賃下がる←住宅供給𝑺𝒓(𝝉)が大

住宅主導or鉄道主導は場合による

就業地D居住地O

自動車

鉄道



4. 数値実験 住宅・鉄道ディベロッパーの最適戦略 18

仮定： 1組のODによる簡易ネットワーク

就業地D
以下の3つの居住地の初期条件
(a) 低密度…住宅供給量200・居住者200

(b) 中密度…住宅供給量2000・居住者2000

(c) 高密度…住宅供給量4200・居住者4200

ただし，居住者は高所得者(600HKD/day)・低所得者(400HKD/day)に二分される

居住地O

自動車(𝑡0 = 20min)

鉄道（10min）

𝜏 = 0,1,2,3の4期の間に，100人増加，鉄道運行間隔は490分改善

最適な住宅供給量𝑺 最適な鉄道サービス改善𝒉𝒘

低密度…住宅主導の開発
高密度…鉄道主導の開発
中密度の場合，まず高所得者のみがO

に入居し，次に低所得者が入居
→社会的に望ましくない状況？



4. 数値実験 住宅・鉄道ディベロッパーの最適戦略 19

仮定： 1組のODによる簡易ネットワーク

就業地D
以下の3つの居住地の初期条件
(a) 低密度…住宅供給量200・居住者200

(b) 中密度…住宅供給量2000・居住者2000

(c) 高密度…住宅供給量4200・居住者4200

居住地O

自動車(𝑡0 = 20min)

鉄道（10min）

家賃𝝓 住宅鉄道ディベロッパー利益𝑷(τ)

低密度…住宅主導の開発
高密度…鉄道主導の開発

最適な住宅供給量𝑺 最適な鉄道サービス改善𝒉𝒘



𝑃 = 𝑃ℎ + 𝑃𝑟
𝑃ℎ：住宅開発による利益
𝑃𝑟：鉄道開発による利益

𝑖 ：割引率
𝑛 ：各期𝜏の日数
𝑞𝑟𝑠𝑘(τ)：居住人口

𝐶𝑆𝑟𝑠𝑘(τ)：消費者余剰

𝑆𝑊 = 𝑃 + 𝐶𝑆𝑡

4. 数値実験 3者の最適戦略の比較 20

• ステークホルダー
○住宅・鉄道ディベロッパー（単一の開発主体を想定）：
総利益𝑃最大化

○住民：
消費者余剰𝐶𝑆𝑡の最大化（=支払い意志額WTP－実際の価格）

○政府:
社会厚生𝑆𝑊の最大化

仮定： 1組のODによる簡易ネットワーク

就業地D
居住地の初期条件は
(c) 高密度…住宅供給量4200・居住者4200

ただし，居住者は高所得者(600HKD/day)・低所得者(400HKD/day)に二分される

居住地O

自動車(𝑡0 = 20min)

鉄道（10min）

𝜏 = 0,1,2,3の4期の間に，100人増加，鉄道運行間隔は490分改善



○ 住宅・鉄道ディベロッパー： 総利益𝑃最大化 (p18,19の(c)高密度)

○ 住民： 消費者余剰𝐶𝑆𝑡の最大化（=支払い意志額WTP－実際の価格）

○ 政府: 社会厚生𝑆𝑊の最大化(= 𝑃 + 𝐶𝑆t)

4. 数値実験 3者の最適戦略の比較 21

最適な住宅供給量𝑺 最適な鉄道サービス改善𝒉𝒘

住宅鉄道ディベロッパー利益𝑷(τ) 消費者余剰𝑪𝑺𝒕

(住民)1組のODのとき，
𝜕𝐶𝑆𝑡

𝜕Δℎ𝑤
= 0 （→p7）

（住民）住宅供給量Sの
増加
→家賃の減少

（政府）家賃の減少によ
るCSの増加
>ディベロッパーの収益
減少

(政府)初期住宅供給大のとき，
𝜕𝑃

𝜕Δℎ𝑤
< 0 （→p16）
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• 「住宅・鉄道ディベロッパー」 「居住者」 「政府」の最適戦略は異なる
• 住宅密度の低い場所→住宅開発が先行
• 高所得者と低所得者の2グループを仮定すると，ディベロッパーは利益最大化のために高所得者
向けのフェーズと低所得者向けのフェーズの2段階で住宅開発を行う可能性がある

住宅開発と鉄道開発を捉える時間依存型のフレームワークを開発（二段階最適化）
→1組のODの簡易ネットワークで実装し，住宅・交通の初期条件の違いによる，住宅開発と鉄道
開発のリードラグ現象を再現

本論文の成果・発見

今後の展望・課題

• 住宅供給量と需要量が等しいという仮定の緩和
• 需要を完全に予測できるという仮定の緩和
• ディベロッパーどうしの競争の記述
• 開発プロジェクトの手法の違いによるリスクの考慮（PPPなど）
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